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研究法（平成 29 年法律第 16 号）が 2018 年 4 月から施行された。また、それに伴う利益相
反管理に関する厚生労働省からの通知も出された。臨床研究において要請される利益相反
管理については新たなガイダンスが示されたばかりで、今後の経過が注目される。 
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を目的として、2015 年度に民間企業との共同研究を実施した実績のある 345 の国公私立大
学を対象としたアンケート調査を実施した（調査実施日：2018 年 6 月 25 日、締切日：2018



















1 臨床研究法における臨床研究の利益相反管理について（平成 30 年 3 月 2 日医政研発















民間企業との共同研究件数が上位 50 大学の国公私立大学において教員 1,000 人を無作為抽
出して調査対象とした。各大学における対象教員数は、各大学の教員総数4に応じて割り振
った。このため、国立大学 42 校・860 人、公立大学 3 校・36 人、私立大学 5 校・104 人、
合計 50 校、1,000 人となった。調査対象大学及び人数は表 2-1-1 のとおりである。 
調査票（資料編参照）は、各大学の総務担当課宛てに郵送し、各教員への配付を依頼した。
調査票記入後は、各教員に対して返信用封筒、E-mail 又は FAX のいずれかの手段による













No. 機関名 大学種別 抽出人数 No. 機関名 大学種別 抽出人数
1 北海道大学 国立 40 26 豊橋技術科学大学 国立 4
2 岩手大学 国立 7 27 三重大学 国立 14
3 東北大学 国立 54 28 京都大学 国立 58
4 山形大学 国立 14 29 京都工芸繊維大学 国立 5
5 茨城大学 国立 9 30 大阪大学 国立 56
6 筑波大学 国立 32 31 神戸大学 国立 27
7 群馬大学 国立 14 32 鳥取大学 国立 13
8 千葉大学 国立 23 33 岡山大学 国立 25
9 東京大学 国立 66 34 広島大学 国立 29
10 東京医科歯科大学 国立 15 35 山口大学 国立 16
11 東京農工大学 国立 7 36 徳島大学 国立 17
12 東京工業大学 国立 18 37 愛媛大学 国立 14
13 電気通信大学 国立 5 38 九州大学 国立 41
14 東京海洋大学 国立 4 39 九州工業大学 国立 6
15 横浜国立大学 国立 10 40 長崎大学 国立 20
16 新潟大学 国立 23 41 熊本大学 国立 15
17 長岡技術科学大学 国立 4 42 鹿児島大学 国立 20
18 富山大学 国立 15 43 首都大学東京 公立 12
19 金沢大学 国立 18 44 大阪市立大学 公立 13
20 山梨大学 国立 13 45 大阪府立大学 公立 11
21 信州大学 国立 18 46 慶應義塾大学 私立 44
22 岐阜大学 国立 13 47 芝浦工業大学 私立 6
23 静岡大学 国立 12 48 東京理科大学 私立 13
24 名古屋大学 国立 40 49 早稲田大学 私立 35







2015 年度の民間企業との共同研究件数が上位 50 大学の国公私立大学教員 1,000 人を無
作為抽出して調査対象としたアンケート調査の回収状況は表 2-2-1 のとおりである。回答率
は、国立大学が 31％、公立大学が 42％、私立大学が 23％、全体で 30％であった。 
また、回答者の専門分野は表 2-2-2 の 66 項目の中から選択してもらった。専門分野に関
する質問については、2018 年度科学研究費助成事業の審査区分表5の分類を使用している。








表 2-2-1 調査票回収状況 
対 象 対象大学数 対象教員数 回答数 回答率 
国立大学 42 860 264 31% 
公立大学 3 36 15 42% 
私立大学 5 104 24 23% 










































































































































































































図 2-2-1 回答者の専門分野（全体）     図 2-2-2 回答者の専門分野（国立大学） 
 
 
図 2-2-3 回答者の専門分野（公立大学）   図 2-2-4 回答者の専門分野（私立大学） 
注）質問紙では専門分野は 1 つ選択するよう記載していたが、2 つ選択をした回答者があり、
図 2-2-1、2-2-2、2-2-4 については母数が回答数を超えている。 
 
 回答者の職名は図 2-2-5～2-2-8 のとおりである。全体では教授が最も多く 36％、次いで






































































































図 2-2-5 回答者の専門分野（全体）     図 2-2-6 回答者の専門分野（国立大学） 
 
 





























































図 2-3-1 利益相反マネジメントに対する  図 2-3-2 利益相反マネジメントに対する 
知識（全体）               知識（国立大学） 
 
 
図 2-3-3 利益相反マネジメントに対する  図 2-3-4 利益相反マネジメントに対する 























































医学系」に修正した。この設問の結果は図 2-3-5～2-3-8 のとおりとなった。図 2-3-5 をみる
と、全体では約 3 分の 1 の 32％が医学系の所属であった。国立大学では 34％と最も高い割







図 2-3-5 回答者の所属分野（全体）   図 2-3-6 回答者の所属分野（国立大学） 
 
 































「ｄ．全くそう思わない」の 4 つを提示した。この結果は図 2-3-9～2-3-12 のとおりとなっ








図 2-3-9 研究活動におけるバイアスの  図 2-3-10 研究活動におけるバイアスの 
可能性（全体）             可能性（国立大学） 
  
 
図 2-3-11 研究活動におけるバイアスの  図 2-3-12 研究活動におけるバイアスの 































































は 87％と 9 割近い値となった（図 2-3-13）。 
 
 
図 2-3-13 研究活動における成果発表の  図 2-3-14 研究活動における成果発表の 
制約の可能性（全体）          制約の可能性（国立大学） 
  
 
図 2-3-15 研究活動における成果発表の  図 2-3-16 研究活動における成果発表の 






まりそう思わない」、「ｄ．全くそう思わない」の 4 つを提示した。この結果は図 2-3-17～






























































わない」の 4 つを提示した。この結果は図 2-3-21～2-3-24 のとおりとなった。図 2-3-21 を
みると、全体では、「ｂ．ある程度そう思う」が 46％と最も多く、次いで「ｃ．あまりそう
思わない」が 37％となった。国公私立大学いずれも第 1 位は同じであったが、私立大学で












図 2-3-19 学生の不利益の可能性          図 2-3-20 学生の不利益の可能性 




























































図 2-3-21 学生の利益は不利益を上回るか 図 2-3-22 学生の利益は不利益を上回るか 
（全体）                 （国立大学） 
  
図 2-3-23 学生の利益は不利益を上回るか 図 2-3-24 学生の利益は不利益を上回るか 





験がある」、「ｂ．遭遇した経験がない」の 2 つを提示した。この結果は、図 2-3-25～2-3-28
のとおりとなった。図 2-3-25 をみると、全体では、「ｂ．遭遇した経験がない」が 91％で、
「ａ．遭遇した経験がある」が 9％であった。また、「ａ．遭遇した経験がある」との回答
者は国立大学のみで、回答数は 28 件であった。 
 
 
図 2-3-25 利益相反問題に遭遇した経験  図 2-3-26 利益相反問題に遭遇した経験 
































































図 2-3-27 利益相反問題に遭遇した経験  図 2-3-28 利益相反問題に遭遇した経験 
（公立大学）              （私立大学） 
 














































































































































   


















































































































図 2-3-35 学内の利益相反マネジメント  図 2-3-36 学内の利益相反マネジメント 
に対する感想（全体）           に対する感想（国立大学） 
 
図 2-3-37 学内の利益相反マネジメント  図 2-3-38 学内の利益相反マネジメント 
に対する感想（公立大学）        に対する感想（私立大学）  
 
「ｃ．その他（具体的に記入してください。）」の回答数は 56 件あり、具体的な記入が 49






























































図 2-3-35 学内の利益相反マネジメント  図 2-3-36 学内の利益相反マネジメント 
に対する感想（全体）           に対する感想（国立大学） 
 
図 2-3-37 学内の利益相反マネジメント  図 2-3-38 学内の利益相反マネジメント 
に対する感想（公立大学）        に対する感想（私立大学）  
 
「ｃ．その他（具体的に記入してください。）」の回答数は 56 件あり、具体的な記入が 49

















































































まりそう思わない」、「ｄ．全くそう思わない」の 4 つを提示した。この結果は図 2-3-39～












図 2-3-39 利益相反マネジメントの重要性 図 2-3-40 利益相反マネジメントの重要性 
（全体） （国立大学）






























































表 2-3-2 大学における利益相反に関する自由意見 
自由意見 件数 
国 公 私 計 
（特に）なし 8  2 10 
事務手続が負担 5   5 
よく知らない、（興味はあるが）関係がない、あまり考えない、
説明を受けたことがない 2 1 2 5 
学生が問題（給与が支払われない、企業の下請け状態、研究発
表の抑制、利益相反の説明やサポートが不十分） 4   4 
（利益相反の理解が難しいので）教職員等への説明が必要 2  1 3 
研究者自身の自覚が必要、個人の問題、隠そうと思えば隠せる 3   3 
適切なマネジメントがなされている 2  1 3 
大学の利益相反ルールはあいまい、踏み込んでいない 2   2 
利益相反をきちんと理解した者が関与しないとマネジメント
できない 2   2 
産学連携を強化するなら利益相反は許容されるべき、政府の方
針が問題 2   2 
専門分野によって意識に相違がある、文系はあまり関係ない 2   2 
開示が不十分なので HP を活用すべき（共同研究、兼業、資金
提供等） 1  1 2 
書類提出はアリバイ作り、書類ばかり増加し実質化されていな
い 2   2 
ウェブベースで済ませてほしい、大学の DB で一括管理してほ
しい 2   2 
書類提出は利益相反の存在を認識するという点では意味があ
る 1   1 
本当に問題なのは巨額の資金が動く案件ではないか 1   1 
億単位のプロジェクトでは利益相反の判断が困難なのではな
いか 1   1 
財源がなく専門知識を持った者を雇用できない 1   1 
大学の資金を企業に頼らざるを得ない状況が利益相反の背景 1   1 
学内管理ではなく横断的取り組みが必要 1   1 
公共機関との連携でも公表を止められ負担となる 1   1 
利益相反への対処は当然 1   1 
実質化はこれからの課題 1   1 
取り締まりの強化が必要 1   1 
官庁の利益相反のルールは甘い 1   1 
利害関係者の研究資金提供は全面禁止すべき 1   1 
軍産学連携は特に監視すべき   1 1 
あまり厳しいルールを作ると学問の自由などが損なわれる 1   1 
ベンチャー創業への規制が厳しすぎる 1   1 
保守的 1   1 
学会等の問題であると考え大学主導で取り組むものとは知ら
なかった 1   1 
部局間での温度差が軽減されるとよい 1   1 




























では約 3 分の 1 の 32％が医学系の所属であった（図 2-3-5）。国立大学では 34％と最も高い




































いで「ｃ．あまりそう思わない」が 37％となった（図 2-3-21）。国公私立大学いずれも第 1








































































（図 2-3-38）。「ｃ．その他（具体的に記入してください。）」の回答数は 56 件あり、具体的
な記入が 49 件あった（資料編参照）。最も多かった回答は「よくわからない、関係ない、利
益相反状況になる機会がない、関心がない、考えない」で 37 件、次に「不明確、適切に運
用されているか不安、案件の開示がどこでなされているか不明」が 4 件であった（表 2-3-

































































































表 4-1-1 大学における利益相反マネジメントに関する教員の意識等（全体） 













































































































対 象 対象大学数 対象教員数 回答数 回答率
国立大学 42 860 264 30.70%
公立大学 3 36 15 41.67%
私立大学 5 104 24 23.08%


































a ※(7) 35 11.55%

























































































e ※(13) 3 10.71%









i ※2 8 28.57%
1 3.57%
a 23 7.59%
b ※(14) 26 8.58%
c 112 36.96%




h ※(16) 71 23.43%




b ※(17) 86 28.38%
c ※4 56 18.48%
27 8.91%
a 95 31.35%






































































































































































































































































































a ※(7) 31 11.74%























































































e ※(13) 3 10.71%









i ※2 8 28.57%
1 3.57%
a 19 7.20%
b ※(14) 22 8.33%
c 100 37.88%




h ※(16) 61 23.11%




b ※(17) 79 29.92%
c ※4 49 18.56%
23 8.71%
a 85 32.20%















































































※5 49 18.56% 分母は264


























































































































































































































































































































































































※5 1 6.67% 分母は15
























































































































































































































































































































































































※5 7 29.17% 分母は24




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































   
 


























・調査票返信先 E-mail アドレス yshinya@ilc.tsukuba.ac.jp 







なお、本調査研究は 2018～2020 年度 JSPS 科研費 18K02695 の助成を受けて実施して
いるものです。 
筑波大学利益相反・輸出管理マネジメント室 
准教授 新 谷 由紀子 
名誉教授 菊 本   虔 
２．調査票 
─ 57 ─




                                                     新谷
し ん や
 由紀子 
〒305-8577 茨城県つくば市天王台１－１－１ TEL & FAX 029-853-7461 
                                E-mail: yshinya@ilc.tsukuba.ac.jp 
─ 58 ─































































ｆ．その他（具体的に記入してください。：                  ） 























































２ あなたの専門分野について最も近いものを以下の「専門分野表」の 1～66 の中から１
つ選択して番号を記入してください。 
─ 61 ─
   
 





























5.法学等 22.土木工学等 39.農芸化学等 56.恒常性維持器官
の外科学等 



































































































2019 年 9 月 
新谷 由紀子 
菊本   虔 
（筑波大学） 
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